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1. 2020年9月期の連結業績（2019年10月1日～2020年9月30日）

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2020年9月期 3,009 △2.2 5 △91.6 5 △93.3 △18 ―

2019年9月期 3,077 △2.9 69 △34.0 82 △28.2 49 △31.0

（注）包括利益 2020年9月期　　△31百万円 （―％） 2019年9月期　　33百万円 （△52.5％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2020年9月期 △4.84 ― △0.5 0.1 0.2

2019年9月期 13.29 ― 1.2 1.6 2.3

（参考） 持分法投資損益 2020年9月期 ―百万円 2019年9月期 ―百万円

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2020年9月期 5,105 3,933 77.0 1,054.28

2019年9月期 5,121 4,002 78.1 1,072.23

（参考） 自己資本 2020年9月期 3,933百万円 2019年9月期 4,000百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2020年9月期 98 △7 △37 1,866

2019年9月期 205 △433 △37 1,813

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2019年9月期 ― 0.00 ― 10.00 10.00 37 75.2 0.9

2020年9月期 ― 0.00 ― 8.00 8.00 29 ― 0.8

2021年9月期(予想) ― 0.00 ― 10.00 10.00 93.3

　

3. 2021年 9月期の連結業績予想（2020年10月 1日～2021年 9月30日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 1,581 3.7 35 ― 39 ― 21 ― 5.63

通期 3,041 1.0 61 948.6 70 1,169.5 40 ― 10.72



※ 注記事項

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　：　無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　無

② ①以外の会計方針の変更 　：　無

③ 会計上の見積りの変更 　：　無

④ 修正再表示 　：　無

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2020年9月期 4,398,464 株 2019年9月期 4,398,464 株

② 期末自己株式数 2020年9月期 667,881 株 2019年9月期 667,881 株

③ 期中平均株式数 2020年9月期 3,730,583 株 2019年9月期 3,730,583 株

（参考）個別業績の概要

2020年9月期の個別業績（2019年10月1日～2020年9月30日）

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2020年9月期 575 △0.8 53 11.7 53 △14.7 52 △10.5

2019年9月期 580 △1.2 48 △0.6 62 10.3 59 △4.9

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

2020年9月期 12.88 ―

2019年9月期 14.50 ―

(2) 個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2020年9月期 3,923 3,451 88.0 839.64

2019年9月期 3,898 3,453 88.6 840.14

（参考） 自己資本 2020年9月期 3,451百万円 2019年9月期 3,453百万円

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社グループが現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいて
おり、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提とな
る条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料５ページ「１．経営成績等の概況（４）今後の見通し」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

　当連結会計年度におけるわが国経済は、2019年10月以降の消費税引き上げや自然災害に伴う個人消費の落ち込

みに加え、2020年に入ってからは新型コロナウイルス感染症の影響により社会経済活動が大きく制限され、さら

に海外渡航者の入国制限によるインバウンド消費の消失など極めて厳しい状況が続いたことなどにより、景気の

先行きは不透明な状況にあります。

　当社グループの事業領域であります出版業界は、依然として市場規模の縮小が続く中、感染症拡大下における

書店の営業休止・営業時間の短縮も重なり、改善・回復の兆しが見えない状況です。出版科学研究所によります

と、出版物の推定販売金額は、当連結会計年度も書籍、雑誌ともに前年を下回り、合計で前期比マイナス3.0％と

なりました。

　このような状況の中、当社グループは、前期に引き続き新しい顧客層の開拓に挑戦し、顧客ニーズを満たすコ

ンテンツ開発、返品減少対策を主要なテーマに活動を行いました。しかしながら、当社グループの中核事業であ

る出版事業では、主力販売先である全国各書店のうち、首都圏を中心に多くの店舗が休業等の措置をとったこと

や一部通販サイトでの商品調達停止、大学の授業開始の遅れやオンライン化に伴う教材採用の予定変更、各種セ

ミナーの開催が延期されたことなどに加え、製品製造原価及び商品仕入原価などの売上原価が増加したことなど

も影響し、業績を圧迫いたしました。

　以上により、当連結会計年度の業績は、売上高3,009百万円（前年同期比2.2％減）、営業利益５百万円（前年

同期比91.6％減）、経常利益５百万円（前年同期比93.3％減）、親会社株主に帰属する当期純損失18百万円（前

年同期は親会社株主に帰属する当期純利益49百万円）となりました。

　事業別の概況は次のとおりです。

(出版事業)

　最初に、書籍について分野別にご報告いたします。

　会計分野では、任意適用企業が増加し続けているIFRSに関して、わが国唯一の公式翻訳書『IFRS基準〈注釈付

き〉2020』をはじめとして『詳解 IFRSの基盤となる概念フレームワーク』など、関連書の開発を行ってきまし

た。また、2021年４月開始年度から強制適用される収益認識基準が改正されたこと等に伴い、会計基準設定主体

である財務会計基準機構・企業会計基準委員会による『詳解 収益認識会計基準』のほか、『ケース＆図解でわか

る収益認識基準の基本と実務』や既刊の改訂版を投入いたしました。その他、新会計基準に関する書籍として

『図解でスッキリ 時価算定基準の会計入門』や、経営者目線で会計を捉えた『この取引でB/S・P/Lはどう動く？

財務数値への影響がわかるケース100』、改めて経理部門・人材の役割を考える『「経理」の本分』などが好評で

した。また、良質な研究書として『危険とリスクの会計』『進化する生産管理会計』『森田哲彌学説の研究』な

ども刊行いたしました。

　経営・経済分野では、『アクティビストの衝撃』『日本企業のタレントマネジメント』『図解不動産ファイナ

ンスのしくみ』『経済学・経営学のための英語論文の書き方』などが好評で、早々に増刷となりました。また、

新しい大学テキストとして好評の「ベーシック＋(プラス)」シリーズは、『経営戦略』『経営組織』『ファイナ

ンス』を刊行し、全22点のラインアップとなりました。全国の各大学へとテキスト採用が広がり、順調に版を重

ねています。そのほかにも、データサイエンスやAI、FinTechといった新しい領域のテーマに積極的に取り組んで

いるほか、アフターコロナ・ウィズコロナの時代に相応しいテーマや、大学講義のオンライン化に対応した教材

開発などを視野に入れて企画開発を行ってまいります。

　税務分野では、改正内容をいち早くお届けする定番の『税務経理ハンドブック』に加え、法人税、所得税、相

続税ごとの個別ハンドブックと重要計算ハンドブックシリーズが２年目となり、読者への認知度も高まりまし

た。今期話題の消費税の軽減税率に関しては、度重なる延期を経てようやく導入されたこの機を逃さず、読者待

望の体系書『消費税法講義録』を刊行するとともに、実務に欠かせない『軽減税率後消費税申告書の書き方』を

緊急出版いたしました。令和２年度税制改正は、連結納税制度を抜本的に見直して、「グループ通算制度」に移

行させるという法人税分野の久しぶりの大改正が注目されましたが、これには『早わかり連結納税制度の見直し

Q&A』で対応いたしました。また、『ホームラン・ボールを拾って売ったら二回課税されるのか』は、新たな租税

法の教科書として注目される一方、『「別表四と五」完全攻略本』は、法人税申告書の鉄板テーマの根強さを改

めて証明する書籍となりました。
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　法律分野では、法改正や最新動向に対応した『令和２年改正 個人情報保護法Q&A』『ケースでわかる[実践型]

職場のメンタルヘルス対応マニュアル』『テクノロジー法務』『自動運転・ＭａａＳビジネスの法務』『暗号資

産の法律』を、実務界で信頼の厚い労務の定番書として『同一労働同一賃金の基本と実務』『ハラスメント防止

の基本と実務』『懲戒処分の基本と実務』を刊行し部数を伸ばしました。さらに、大学テキストとして、ビジネ

ス法の基幹科目である「商事法講義」シリーズの『会社法』『商法総則・商行為』『支払決済法』の３点を同時

刊行いたしました。

　企業実務分野では、激変する経営環境に対応すべく『新株予約権等・種類株式の発行戦略と評価』を、CFO関連

書籍として『CFOポリシー』『CFO最先端を行く経営管理』『中小ベンチャー企業CFOの教科書』を刊行し、『花王

の経理パーソンになる』とともに部数を伸ばしました。また、現下の社会状況に対応して『新型コロナウイルス

影響下の法務対応』『新型コロナウイルス影響下の人事労務対応Q&A』の２点を緊急出版するとともに、『１冊で

わかる！ 経理のテレワーク』『デジタル戦略の教科書』などを相次いで投入し、ネット書店をはじめとして好評

を得ました。

　資格試験分野では、働き方改革等をフォローした『ビジネスマネジャー検定試験公式テキスト3rd edition』を

３年振りに改訂したほか、各士業向けに『司法試験予備試験 Q&A50論文答案ってどう書くの？』『通勤時間で攻

める！弁理士スタートアップテキスト』『社労士試験この勉強法がすごい！』『大原メソッド！行政書士40字記

述がラクラク書ける本』が部数を伸ばしました。

　高水準の研究成果の書籍として、『退職給付に係る負債と企業行動』が日経・経済図書文化賞を、『新興国・

開発途上国の会計』が国際会計研究学会学会賞を、『ヨーロッパの会計規則』がグローバル会計学会学会賞を、

『老舗企業の存続メカニズム』が商工総合研究所中小企業研究奨励賞本賞・日本ベンチャー学会清成忠男賞・企

業家研究フォーラム賞を、『日本企業の採用革新』が日本労務学会賞（学術賞）を、『株価の情報反映メカニズ

ム』が証券経済学会賞を、『グローバル・ツーリズム』が観光学術学会教育・啓蒙著作賞をそれぞれ受賞するな

ど、多くの書籍が表彰されました。

　生活実用分野では、終末ケアを受ける20人の肖像写真と直筆の手紙で綴る「生」の物語『「その日」の前に

Right, before I die』、コンパクトに要点を解説したコンビニエンスストアのプライベートブランド商品『図解

社会保障オールガイド＜最新版＞』『図解 介護のお金とサービス＜最新版＞』を刊行いたしました。また、毎年

好評を博している愛犬家、愛猫家からの投稿を集めた日めくりカレンダーは、「犬めくり」「猫めくり」などに

加え、新たに３点のカレンダーを投入いたしました。なかでも、新しい顧客獲得を目指す「ＤＩＹカレンダー」、

人気刺繍作家の作品を収載した「図案付き刺繍カレンダー」は、期待の商品として市場からの注目を集めており

ます。編集受託では、月刊誌の契約再開、季刊誌、隔週刊誌などの新規定期刊行物の受注もあり、売上を伸ばし

ました。

　次に雑誌についてご報告いたします。

　「企業会計」は読者の知識欲を満たす企画づくりを行っておりますが、会計にこだわることなく、幅広いテー

マで記事づくりを進めております。また査読コーナーを設置し、電子版の販売を実現いたしました。「税務弘

報」は税務専門誌ですが、税務に携わる方々のニーズに応えるべく、国税庁ホームページでは提供されていない

周辺領域まで話題を広げる一方、好評を博した９月号特集「税務調査之心得50」のような古くて新しい定番テー

マを程よくアレンジして提供しております。「旬刊経理情報」は旬刊誌という比較的速報性の高い媒体の強みを

活かし、特にコロナ禍における決算・開示や株主総会、子会社支援、テレワークなど多くの課題を拾い上げ、ホ

ームページでの特別公開も含め、タイムリーに解説記事を提供しており、今後はガバナンス、ESG、DXなど、より

経営企画的なニーズの高まりにも応えるべく活動してまいります。「ビジネス法務」は、ますます高まる法務の

ニーズを背景に、企業の法務部員や若手法律家向けに法令改正動向や法務知識を広く提供するとともに、電子化

や新型コロナウイルス感染症による企業活動の変革を受けた新しい法務実務のあり方を積極的に発信し、読者を

拡大しております。「会計人コース」は税理士・会計士・簿記検定受験者のための月刊誌で、2020年８月号

（2020年７月３日発売）をもって休刊いたしましたが、現在、電子版の「会計人コースWeb」に移行しておりま

す。

　その結果、当社グループの出版事業では売上高2,899百万円（前年同期比2.5％減）、営業損失19百万円（前年

同期は営業利益48百万円）となりました。
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(出版付帯事業)

　当社グループの専門雑誌を中心とする広告宣伝の請負代理が主である出版付帯事業は、広告媒体が多様化し紙

媒体への広告が大幅に減少する中で、いくつかの新規顧客を開拓いたしました。

　その結果、売上高110百万円（前年同期比5.7％増）、営業利益25百万円（前年同期比15.6％増）となりまし

た。

（２）当期の財政状態の概況

(資産)

　流動資産につきましては、受取手形及び売掛金の減少44百万円があったものの、現金及び預金の増加49百万円

などにより前連結会計年度末に比べ３百万円増加して、3,650百万円となりました。

　固定資産につきましては、繰延税金資産の増加９百万円があったものの、投資有価証券の減少21百万円、建物

及び構築物の減少５百万円などにより前連結会計年度末に比べ19百万円減少して、1,454百万円となりました。

　以上の結果、当連結会計年度末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ15百万円減少して、5,105百万円となり

ました。

(負債)

　流動負債につきましては、返品調整引当金の減少10百万円、賞与引当金の減少４百万円があったものの、未払

消費税等の増加18百万円、未払法人税等の増加16百万円などにより前連結会計年度末に比べ28百万円増加して、

808百万円となりました。

　固定負債につきましては、退職給付に係る負債の増加25百万円などにより前連結会計年度末から24百万円増加

して、364百万円となりました。

　以上の結果、当連結会計年度末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ53百万円増加して、1,172百万円となり

ました。

(純資産)

　純資産につきましては、利益剰余金の減少55百万円、その他有価証券評価差額金の減少13百万円などにより前

連結会計年度末に比べ69百万円減少して、3,933百万円となりました。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

　当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の期末残高は1,866百万円となり、前連結

会計年度末に比べて53百万円の増加となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況と要因は次のとおりです。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　営業活動の結果得られた資金は98百万円（前年同期比107百万円減）となりました。これは主に、返品調整引当

金の減少10百万円があったものの、売上債権の減少44百万円、退職給付に係る負債の増加25百万円、未払消費税

等の増加18百万円、減価償却費15百万円などがあったことによるものです。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　投資活動の結果使用した資金は７百万円（前年同期比425百万円減）となりました。これは主に、貸付金の回収

による収入３百万円があったものの、有形固定資産の取得による支出６百万円、保険金積立による支出３百万円、

無形固定資産の取得による支出１百万円などがあったことによるものです。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　財務活動の結果使用した資金は37百万円（前年同期比０百万円増）となりました。これは主に、配当金の支払

額37百万円があったことによるものです。
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キャッシュ・フロー関連指標の推移

2016年9月期 2017年9月期 2018年9月期 2019年9月期 2020年9月期

自己資本比率(％) 77.2 76.3 78.1 78.1 77.0

時価ベースの自己資本比率(％) 28.8 35.7 39.5 35.7 38.6

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率(％)

― ― ― ― ―

インタレスト・カバレッジ・
レシオ(倍)

― ― ― ― ―

（注）1．各指標の算出は、以下の算式を使用しております。

自己資本比率 ：自己資本／総資産

　 時価ベースの自己資本比率 ：株式時価総額／総資産

　 キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ：有利子負債／キャッシュ・フロー

　 インタレスト・カバレッジ・レシオ ：営業キャッシュ・フロー／利払い

2．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

3．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出しております。

4．有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っているすべての負債を対象とし

ております。

5．キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用してお

ります。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息支払額を使用しております。

（４）今後の見通し

　わが国出版市場の長期的縮小傾向には依然として歯止めがかかっておらず、引き続き厳しい経営環境が続くも

のと考えております。また、度重なる自然災害や本年の新型コロナウイルス感染症の蔓延に見られるように、予

測を超えた現象が容易に社会経済活動の変容をもたらすことが明らかとなりました。

　このような中、当社グループはここ数年、新しい顧客層の開拓に挑戦し、顧客ニーズを満たすコンテンツ開発

を進めてまいりました。来期も、引き続き新しい顧客を開拓するさまざまな試みを行うとともに、ポストコロ

ナ・ウィズコロナ時代への対応などを見据え、積極的な出版活動を行ってまいります。しかしながら、個人消費

の動きが緩慢に推移していることを考えると、売上が大きく伸びることは難しいと想定しております。

　以上により、通期の連結業績につきましては、売上高3,041百万円（前年同期比1.0％増）、営業利益61百万円

（前年同期比948.6％増）、経常利益70百万円（前年同期比1,169.5％増）、親会社株主に帰属する当期純利益40

百万円（前年同期は親会社株主に帰属する当期純損失18百万円）を見込んでおります。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

　当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、日本基準で連結財務諸表を作

成しております。

　なお、将来のIFRS（国際財務報告基準）適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方

針であります。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2019年９月30日)

当連結会計年度
(2020年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,252,915 1,302,315

金銭の信託 600,034 600,054

受取手形及び売掛金 1,027,344 982,617

有価証券 141,682 139,805

商品及び製品 470,133 476,789

仕掛品 77,987 77,309

原材料及び貯蔵品 3,105 1,575

短期貸付金 31,760 30,160

その他 44,695 41,234

貸倒引当金 △2,544 △1,038

流動資産合計 3,647,114 3,650,822

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 90,620 84,661

車両運搬具（純額） 1,289 797

土地 977,079 980,229

その他（純額） 9,568 8,007

有形固定資産合計 1,078,559 1,073,696

無形固定資産

借地権 22,200 22,200

ソフトウエア 10,028 6,966

その他 4,558 3,992

無形固定資産合計 36,786 33,159

投資その他の資産

投資有価証券 198,430 176,638

長期貸付金 2,400 240

繰延税金資産 93,458 103,186

事業保険積立金 46,621 49,689

その他 17,996 18,037

貸倒引当金 △25 -

投資その他の資産合計 358,883 347,793

固定資産合計 1,474,229 1,454,648

資産合計 5,121,343 5,105,471



株式会社中央経済社ホールディングス(9476) 2020年９月期 決算短信

― 7 ―

(単位：千円)

前連結会計年度
(2019年９月30日)

当連結会計年度
(2020年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 454,482 456,857

未払法人税等 6,789 22,975

未払消費税等 16,674 35,083

未払費用 25,945 25,459

賞与引当金 48,863 44,035

返品調整引当金 85,099 74,623

その他 141,725 149,032

流動負債合計 779,580 808,066

固定負債

退職給付に係る負債 321,605 347,072

その他 17,850 17,264

固定負債合計 339,455 364,337

負債合計 1,119,036 1,172,404

純資産の部

株主資本

資本金 383,273 383,273

資本剰余金 203,710 205,997

利益剰余金 3,669,552 3,614,184

自己株式 △299,711 △299,711

株主資本合計 3,956,824 3,903,743

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 43,232 29,322

その他の包括利益累計額合計 43,232 29,322

非支配株主持分 2,249 -

純資産合計 4,002,306 3,933,066

負債純資産合計 5,121,343 5,105,471
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2018年10月１日
　至 2019年９月30日)

当連結会計年度
(自 2019年10月１日
　至 2020年９月30日)

売上高 3,077,359 3,009,588

売上原価 2,057,625 2,078,467

売上総利益 1,019,733 931,121

返品調整引当金戻入額 7,953 10,476

差引売上総利益 1,027,686 941,597

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 64,856 69,159

広告宣伝費 104,465 101,942

貸倒引当金繰入額 1,070 △1,531

役員報酬 100,404 97,658

給料及び手当 285,097 282,609

賞与 44,872 42,234

賞与引当金繰入額 26,325 24,217

退職給付費用 12,925 13,350

福利厚生費 73,432 72,917

旅費及び交通費 27,384 19,445

租税公課 9,237 9,547

減価償却費 5,291 4,597

支払手数料 102,178 106,402

その他 100,484 93,227

販売費及び一般管理費合計 958,026 935,779

営業利益 69,660 5,817

営業外収益

受取利息 784 738

受取配当金 10,968 9,150

投資有価証券評価損戻入益 3,364 -

雑収入 1,764 1,416

営業外収益合計 16,882 11,304

営業外費用

投資有価証券評価損 - 10,092

為替差損 340 189

支払補償費 3,262 -

雑損失 224 1,325

営業外費用合計 3,827 11,607

経常利益 82,715 5,513
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(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2018年10月１日
　至 2019年９月30日)

当連結会計年度
(自 2019年10月１日
　至 2020年９月30日)

特別利益

固定資産売却益 - 49

特別利益合計 - 49

特別損失

固定資産除却損 - 0

特別損失合計 - 0

税金等調整前当期純利益 82,715 5,563

法人税、住民税及び事業税 25,237 32,690

法人税等調整額 7,856 △9,101

法人税等合計 33,093 23,588

当期純利益又は当期純損失（△） 49,621 △18,024

非支配株主に帰属する当期純利益 34 36

親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社株主に
帰属する当期純損失（△）

49,587 △18,061
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連結包括利益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2018年10月１日
　至 2019年９月30日)

当連結会計年度
(自 2019年10月１日
　至 2020年９月30日)

当期純利益又は当期純損失（△） 49,621 △18,024

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △16,565 △13,909

その他の包括利益合計 △16,565 △13,909

包括利益 33,056 △31,934

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 33,021 △31,971

非支配株主に係る包括利益 34 36
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（３）連結株主資本等変動計算書

　前連結会計年度(自 2018年10月１日 至 2019年９月30日)

(単位：千円)

株主資本
その他の

包括利益累計額
非支配株主

持分
純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本

合計

その他

有価証券

評価差額金

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 383,273 203,710 3,657,270 △299,711 3,944,542 59,797 59,797 2,215 4,006,556

当期変動額

剰余金の配当 △37,305 △37,305 △37,305

親会社株主に帰属す

る当期純利益又は親

会社株主に帰属する

当期純損失(△)

49,587 49,587 49,587

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
△16,565 △16,565 34 △16,531

当期変動額合計 - - 12,281 - 12,281 △16,565 △16,565 34 △4,249

当期末残高 383,273 203,710 3,669,552 △299,711 3,956,824 43,232 43,232 2,249 4,002,306

　当連結会計年度(自 2019年10月１日 至 2020年９月30日)

(単位：千円)

株主資本
その他の

包括利益累計額
非支配株主

持分
純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本

合計

その他

有価証券

評価差額金

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 383,273 203,710 3,669,552 △299,711 3,956,824 43,232 43,232 2,249 4,002,306

当期変動額

剰余金の配当 △37,305 △37,305 △37,305

親会社株主に帰属す

る当期純利益又は親

会社株主に帰属する

当期純損失(△)

△18,061 △18,061 △18,061

連結子会社株式の取

得による持分の増減
2,286 2,286 2,286

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
△13,909 △13,909 △2,249 △16,159

当期変動額合計 - 2,286 △55,367 - △53,080 △13,909 △13,909 △2,249 △69,240

当期末残高 383,273 205,997 3,614,184 △299,711 3,903,743 29,322 29,322 - 3,933,066
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2018年10月１日
　至 2019年９月30日)

当連結会計年度
(自 2019年10月１日
　至 2020年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 82,715 5,563

減価償却費 15,232 15,815

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,070 △1,531

賞与引当金の増減額（△は減少） 984 △4,828

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 22,287 25,467

返品調整引当金の増減額（△は減少） △7,953 △10,476

投資有価証券評価損益（△は益） △3,364 10,092

受取利息及び受取配当金 △11,753 △9,888

売上債権の増減額（△は増加） 161,488 44,727

たな卸資産の増減額（△は増加） △11,520 △4,447

仕入債務の増減額（△は減少） 16,876 2,374

未払消費税等の増減額（△は減少） △10,221 18,409

その他 1,706 6,909

小計 257,546 98,189

利息及び配当金の受取額 11,762 9,895

法人税等の支払額 △65,948 △27,225

法人税等の還付額 2,226 17,556

営業活動によるキャッシュ・フロー 205,586 98,415

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △420,868 △6,213

無形固定資産の取得による支出 △11,000 △1,111

投資有価証券の取得による支出 △2,060 △960

貸付金の回収による収入 3,860 3,760

保険積立金の積立による支出 △3,068 △3,068

投資活動によるキャッシュ・フロー △433,137 △7,593

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △37,080 △37,106

財務活動によるキャッシュ・フロー △37,080 △37,106

現金及び現金同等物に係る換算差額 △340 △190

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △264,971 53,525

現金及び現金同等物の期首残高 2,078,104 1,813,132

現金及び現金同等物の期末残高 1,813,132 1,866,658
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　当社グループは、当社及び子会社５社で構成され、主に企業経営全般及びその他分野に関する専門書籍、雑誌の

出版・販売を行う出版事業と広告請負代理等を行う出版付帯事業等からなっております。広告請負代理は当社の発

行する雑誌に掲載する広告を請け負っているものであり、雑誌制作全体から見て一体のものであるといえます。ま

た、当社グループは、全セグメントに占める「出版事業」の割合が高く、開示情報としての重要性が乏しいことか

ら、事業セグメントは単一と判断し、記載を省略しております。

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 2018年10月１日
至 2019年９月30日)

当連結会計年度
(自 2019年10月１日
至 2020年９月30日)

１株当たり純資産額 1,072円23銭 １株当たり純資産額 1,054円28銭

１株当たり当期純利益金額 13円29銭 １株当たり当期純損失金額（△） △4円84銭

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

２ １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

(自 2018年10月１日
至 2019年９月30日)

当連結会計年度
(自 2019年10月１日
至 2020年９月30日)

１株当たり当期純利益金額

親会社株主に帰属する当期純利益
又は親会社株主に帰属する当期純
損失（△）(千円)

49,587 △18,061

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属
する当期純利益又は普通株式に係
る親会社株主に帰属する当期純損
失（△）(千円)

49,587 △18,061

普通株式の期中平均株式数(千株) 3,730 3,730

(重要な後発事象)

該当事項はありません。


